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高森町の財務諸表の分析 

Ⅰ はじめに 

 

地方公共団体の会計（地方公会計）は、その会計年度内に収入・支出した現金の額で記録する

「現金主義｣で示されてきました。また、現金の移動のみを記録する「単式簿記」となっており、

その対価として得たものや提供したサービスは同時には記録されません。しかし、金額で示され

るために総額や増減がわかり易い、予算の審議を通じた事業の検討・管理がし易い、といったメ

リットがあることから、公会計では現金主義が原則となっています。 

 

しかし、近年、地方自治体の活動や会計取引が多様化し、現金が動いた時に認識する「現金主

義｣では捉えきれない事象が多くなっています。現金の移動を伴わなくても将来の負担を伴う行為

も有りますし、整備し保有する資産がその価値を失っているかもしれません。事業の実施には、

現在の現金支出額だけでなく支出によって得られる資産とのバランスが判断材料となります。こ

のような点が現金主義・単式簿記では掴みづらく、自治体財政の悪化が分かりづらかったことか

ら、地方公会計の複式化が進められています。 

 

 このような背景の中で 2009 年から「新地方公会計改革」と呼ばれる動きの中で、総務省研究

会が示した「基準モデル」、「総務省方式改訂モデル」、さらに「東京都モデル」に財務 4 表の開示

が全国の自治体で進められています1。高森町では「総務省方式改訂モデル」を採用し、平成 22

年度決算からホームページ等で公開しています2。 

 

 なお、国では「今後の新地方公会計の推進に関する研究会」を開始し、平成 26 年 4 月 30 日に

報告書を取りまとめ、それを受けて平成 26 年 5 月 23 日に総務大臣名にて『今後の地方公会計の

整備促進について』を地方公共団体に通知しました。その中で「固定資産台帳の整備と複式簿記

の導入を前提とした財務書類の作成に関する統一的な基準を示したところ」であり、「今後、平成

27 年１月頃までに具体的なマニュアルを作成した上で、原則として平成 27 年度から平成 29 年度

までの３年間で全ての地方公共団体において統一的な基準による財務書類等を作成するよう要請

する予定」3と記載されています。 

 高森町でもこれらの動きを受け、新しい統一基準に則した諸表の整備を進めていきます。 

 

                                                   
1 稲沢克祐 2013『自治体の財政診断と財政計画』P.101 
2 高森町 HP 「新地方公会計モデルによる財務諸表の公表について」

http://www.town.takamori.nagano.jp/contents/02000233.html 
3 総務省 HP http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01zaisei07_02000086.html 
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Ⅱ 高森町の財務諸表（普通会計） 

 

平成 25 年度決算に基づく普通会計の財務諸表は以下の通りです。今後、特別会計・出資法人等

との連結処理を進め、高森町全体の財務諸表を作成します。 

財務書類 説明 

貸借対照表 

（バランスシート） 

年度末現在の保有「資産」残高と、その資産の整備資金の調

達手段を表します。このうち、地方債など将来負担が必要と

なるものが「負債」、これまでに負担した部分が「純資産」の

部に示されます。 

行政コスト計算書 

福祉サービスやごみの収集など公共資産の形成を伴わない行

政サービスに要する経費（経常行政コスト）と、その対価と

して得られた財源（経常収益）を示します。この経費には、

これまでの公会計では無かった、資産の「減価償却費」や将

来の負担が明らかな支出に備える「引当金」の考え方が組み

入れられています。 

純資産変動計算書 
純資産変動計算書は、貸借対照表上の純資産が、一年間にど

う変化したかを示します。 

資金収支計算書 

（キャッシュ・フロー計算書） 

一年間の歳計現金の出入りを社会保障など「行政サービス活

動（経常的収支）」、道路整備など「公共資産整備」、借入れや

基金造成など「投資・財務」、の三区分に分類して示すもので

す。どのように資金が調達され増減したかを表します。 
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Ⅲ 高森町財務諸表の分析 

1 貸借対照表 

1-1 貸借対照表の概要と分析 

項目 解説 H25 H24 H25-H24 

負債 将来世代から調達してきた財源 7,640,570 7,975,422 ▲334,852 

純資産 現役・過去の世代から調達してきた財源 21,713,664 21,807,964 ▲94,300 

資産 町の資産（普通会計ベース） 29,354,234 29,783,386 ▲429,152 

 

平成 25 年度末資産合計は、293 億 5,423 万 4 千円【▲4 億 2,915 万 2 千円】4となっています。

この資産を保有するための財源のうち、将来世代の負担に委ねたもの（負債）が 76 億 4,057 万円、

国県補助金や現世代が負担したもの（純資産）が 217 億 1,366 万 4 千円となっています。 

 資産のうち約 74%が「1 公共資産」の約 270 億円であり、「1-（1）有形固定資産」となりま

す（概ね「行政財産」に対応するもの。ちなみに「売却可能資産」は「普通財産」に概ね対応す

る。） 

 一方負債を見ると、76 億 4,057 万円と前年度と比較すると 3 億 3,485 万 2 千円減少しています

が、資産のうちの「2 投資等」及び「3 流動資産」など、資金化が比較的容易で負債の返済に

充てることが可能だと考えられる資産は 23 億 3,949 万 7 千円であり、返済に充てたとしてもまだ

負債は残ることになります。 

 また「負債」：「純資産」の負担割合を見ると平成 24 年度は「負債」：「純資産」＝1：2.7、平成

25 年度は「負債」：「純資産」＝1：2.8 となり、若干ですが「純資産」の負担割合が大きくなって

います。すなわち前年度に比べて「現役・過去からの世代」（これまでの世代）の資金負担が増え

ています。 

 

1-2 町民一人あたり貸借対照表 

平成 25 年度末現在、町民一人あたり 2,170,048 円の資産を保有しています。一方将来にわたる

負債は 567,839 円、これを差し引いた純資産は 1,605,209 円となっています。 

 

資産 2,170,048円 

【▲34,333円】 

負債 564,839円 

【▲25,452円】 

純資産 1,605,209円 

【▲8,881円】 

町民一人あたりの貸借対照表（H26.3.31 現在 住民基本台帳人口 13,527 人【＋16 人】） 

                                                   
4 【】内数値は前年度比較 
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1-3 各種分析 

分析 解説 H25 H24 H25-H24 

資産流動

比率 

（未収金以外の流動資産／資産合計） 
資産のうち、現預金や積立金など流動資産が

占める割合。比率が高いほど緊急・臨時の出

費に対する対応力があり、低ければ既済公共

資産への投資が進んでいる。 

3.4％ 3.4％ 0.0％ 

資産老朽

化比率 

（減価償却累計額／（有形固定資産-土地+

減価償却累計額）） 
土地を除いた有形固定資産がどれくらい減価

償却されているかを示す。高いほど減価償却

が進み、資産が老化している。 

52.4％ 50.7％ ＋1.7％ 

将来世代

負担比率 

（地方債現在高／公共資産） 
高いほど現在の公共資産が借金で整備され

ていることを示し、将来世代の負担（地方債償

還金）が必要。 

21.7％ 25.1％ ▲3.4％ 

純資産比

率 

（純資産／資産合計） 
企業会計で言うところの自己資本比率。総資

本に対する純資産の占める割合であり、この

割合が高いほど資産形成が将来負担を負わ

ないで整備されたことになる。 

74.0％ 73.2％ ＋0.8％ 

 

2 資金収支計算書 

2-1 資金収支計算書の概要と分析 

 経常的収支の結果は 14 億 8,423 万 1 千円【▲1 億 7,747 万円】の＋、一方で公共施設整備収支

（資本的収支）は 2 億 6,463 万 1 千円のマイナスであったことがわかります。 

また地方債等の償還支出や発行収入などを示す「3 投資・財務的収支」は 12 億 2,270 万 4 千

円のマイナスとなっており、負債の返済が進んでいることを示しています。 

これらの結果、平成 25 年度末現在の現金残高は、4 億 2,432 万 8 千円【▲310 万 4 千円】とな

りました。 

 最下段の基礎的財政収支（プライマリーバランス）は、地方債など借入金を除いた基礎的な収

入と、借入金償還金などを除く支出との均衡を示すもので、財政の持続可能性を表すものです。

平成 25 年度決算では 3 億 6,383 万 1 千円の黒字となっており、財政運営が健全であったことを

示しています。 

 

2-2 各種分析 

分析 解説 H25 H24 H25-H24 

地方債の

償還可能

年数 

（地方債現在高／（経常的収支－臨時財政

対策債発行額）） 

地方債の返済のため、毎年度収入のうち返済

に充てることが可能な金額の全てをもって返

済したと仮定した場合の所要年数（地方債の

残高が経常的収支の何年分にあたるか）。所

要年数が少ないほど、地方債の残高が少な

く、財政状況が健全。 

5.3年 4.9年 ＋0.4年 
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3 行政コスト計算書 

3-1 行政コスト計算書の概要と分析 

 平成 25 年度の 1 年間で行政活動に要した行政コストは、非現金支出を含め 51 億 4,291 万 1 千

円【▲4 億 2,163 万 5 千円】で、この対価として得られた使用料などの経常収益（ケーブルテレ

ビ使用料、ごみ収集手数料など）は 2 億 5,423 万 5 千円【＋79 万 5 千円】でした。差し引きであ

る純経常行政コストは 48 億 8,868 万 3 千円【▲4 億 2,243 万円】となります。 

 コスト減の要因として、他団体への公共資産整備補助金が大きく減少していることが挙げられ

ます。 

 

3-2一人あたり行政コスト  36万円【▲3万円】 

平成 25 年度末住民基本台帳人口 13,527 人で除した一人あたりの純経常行政コストは 36 万円

【▲3 万円】でした。 

 

3-3目的別行政コスト 

資産形成を伴わない行政コストを目的別にみると、扶助費（社会保障給付等）を含む「福祉」

が 16 億 1,154 万 6 千円【＋1,167 万円】で最も多く、増加傾向であることが見て取れます。次い

で「生活インフラ・国土保全」7 億 7,129 万 7 千円【＋5,902 万 2 千円】となっています。 

 

3-4性質別行政コスト 

同様に行政コストを性質別の割合で見ますと、実際の現金支出を伴う費目では、賃金や委託料

などの「物件費」が 18.4％、「他会計等への支出額」が 17.6％、「補助金等」13.9％などが主とな

っています。 

また、現金支出を伴わない「減価償却費」も 19.5％と大きなウエイトを占めています。 

 

 

4 純資産変動計算書の概要 

4-1 純資産変動計算書の概要 

 本年度の純経常行政コスト 48 億 8,868 万 3 千円【▲4 億 2,243 万円】に対し、地方税や地方交

付税など一般財源が 39 億 3,551 万 1 千円【＋7,987 万 8 千円】収入されました。 

このほか国県等補助金が 7 億 5,570 万 9 千円【▲9 億 6,633 万 2 千円】ありました。また、一

般財源 3 億 2,123 万 8 千円【▲4 億 6,202 万 8 千円】、国県補助金 3,761 万 5 千円【▲5 億 402 万

7 千円】を公共資産整備に充てるなどの結果、期末純資産残高は 217 億 1,366 万 4 千円【▲9,430

万円】となりました。 

 

4-2 公共資産等整備国県補助金等 

上記のように町の資産形成に充てられた国県補助金が大きく減額しているのは、主に中学校改

築事業が終了したことによるものです。また国県補助金等にかかる資産の減価償却は 1 億 2,962

万 8 千円で、この結果本科目の純資産は 26 億 9,528 万 9 千円【▲9,201 万 3 千円】となりました。 
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4-3 公共資産等整備一般財源等 

町の資産形成に充てられた一般財源は 3 億 2,123 万 8 千円【▲4 億 6,202 万 8 千円】、資産整備

に充当可能な基金や未収金などの資産に相当するものが 1 億 1,455 万 5 千円【▲93 万 4 千円】な

どとなっています。また、これにかかる資産の減価償却は 8 億 7,429 万 3 千円【＋3,026 万 1 千

円】となっており、これらの差引きによる本科目の純資産は 216 億 3,339 万 3 円【＋9,173 万 9

千円】となります。 

 

4-4 その他一般財源等 

上記以外の純資産で、▲26 億 1,501 万 8 千円【▲9,402 万 6 千円】となりました。この部分が

マイナスということは、将来の収入の使途が既に決まっていることを意味します。ただしこのう

ちには、発生主義の観点から計上したものの現実に繰り入れる可能性が低い退職手当引当金など

が含まれ、また資産形成を伴わない臨時財政対策債などの借入金は将来地方交付税で補てんされ

ます。 

 

 



（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 5,873,611

①生活インフラ・国土保全 13,928,577 (2) 長期未払金

②教育 5,829,830 ①物件の購入等

③福祉 1,354,328 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 144,660 ③その他

⑤産業振興 3,086,172 長期未払金計 241,685

⑥消防 298,542 (3) 退職手当引当金 726,961

⑦総務 2,372,628 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産計 27,014,737 固定負債合計 6,842,257

(2) 売却可能資産 0

公共資産合計 27,014,737 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 725,117

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 36,460

①投資及び出資金 153,003 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 0 (5) 賞与引当金 36,736

投資及び出資金計 153,003 流動負債合計 798,313

(2) 貸付金 80,110

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 7,640,570

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 469,686

③土地開発基金 573,473 [純資産の部]

④その他定額運用基金 0 １　公共資産等整備国県補助金等 2,695,289

⑤退職手当組合積立金 0

基金等計 1,043,159 ２　公共資産等整備一般財源等 21,633,393

(4) 長期延滞債権 59,560

(5) 回収不能見込額 △ 9,553 ３　その他一般財源等 △ 2,615,018

投資等合計 1,326,279

４　資産評価差額 0

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 21,713,664

①財政調整基金 561,896

②減債基金 10,863

③歳計現金 424,328

現金預金計 997,087

(2) 未収金

①地方税 18,926

②その他 368

③回収不能見込額 △ 3,163

未収金計 16,131

流動資産合計 1,013,218

資　　産　　合　　計 29,354,234 負 債 ・ 純 資 産 合 計 29,354,234

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち4,906,892千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 14,348,431 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 6,790,921 千円 6,790,921 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 278,145 千円 278,145 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 6,484,960 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 67,444 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 726,961 千円 726,961 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 0 千円 0 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円

　基金等将来負担軽減資産 10,315,181 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 1,097,648 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 13,140 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 9,204,393 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 4,033,250 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は6,081,814千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は22,996,952千円です。

項目
負債計上

【(翌年度償還予定)
地方債・(長期)未払

金・引当金】

注記

【契約債務・
偶発債務】

[内訳]

金額

67,444

0

0

0

0

18,851

27,182

2,623,061

974,378

169,927

1,965,891

0

0

貸　　　　　　　　　　方借　　　　　　　　　　方

12,424

101,440

貸借対照表
(平成26年3月31日現在)

0

6,484,960

241,685

327,346

298,497

1,350,186

2,623,061

123,400
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高 OK

※1 一時借入金に関する情報
① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。
② 平成25年度における一時借入金の借入限度額は520,000千円です。
③ 支払利息のうち、一時借入金利子は0千円です。
※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　収入総額 千円
　地方債発行額 △
　財政調整基金等取崩額 △
　支出総額 △
　地方債元利償還額
　財政調整基金等積立額
　　基礎的財政収支 千円

※3 上記の他、○○の受け入れに伴う歳計外現金の収入額○○千円
  　　　（○○の返還に伴う支出額○○千円）があります。

775,530
2,205

363,831

5,425,597
410,800

0
5,428,701

△ 3,104

427,432

424,328

13,261

13,682

90,046

△ 1,222,704

0

0

162,800

0

10,806

225,780

△ 264,631

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

39,522

468,157

38,309

52,174

0

51,103

12,000

1,312,750

3

711,415

0

0

55,344

280,174

5,109,771

1,484,231

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

455,634

△ 90,196

490,411

68,219

171,761

124,973

1,389,709

2,167,018

703,535

211,894

26,060

83,381

248,000

20,522

3,625,540

資金収支計算書
自　平成25年4月  1日

至　平成26年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部

681,423

944,844

707,460

1,031,311
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（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 21,807,964 2,787,302 21,541,654 △ 2,520,992 0

純経常行政コスト △ 4,888,683 △ 4,888,683

一般財源

地方税 1,395,194 1,395,194

地方交付税 2,167,018 2,167,018

その他行政コスト充当財源 373,299 373,299

補助金等受入 755,709 37,615 718,094

臨時損益

災害復旧事業費 0 0

公共資産除売却損益 13,261 13,261

投資損失 0 0

損失補償等引当金繰入等 0 0

科目振替

公共資産整備への財源投入 321,238 △ 321,238

公共資産処分による財源増 0 0 0 0

貸付金・出資金等への財源投入 114,555 △ 114,555

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 13,753 76,149 0

減価償却による財源増 △ 129,628 △ 874,293 1,003,921 0

地方債償還等に伴う財源振替 516,486 △ 516,486

資産評価替えによる変動額 0 0

無償受贈資産受入 0 0

その他 0 0

期末純資産残高 21,713,664 2,695,289 21,633,393 △ 2,615,018 0

BS残高 2,695,289 21,633,393 △ 2,615,018 0

差額 0 0 0 0

OK OK OK OK

純資産変動計算書
自　平成25年4月  1日

至　平成26年3月31日

- 3 -



行政コスト計算書
自　平成25年4月  1日

至　平成26年3月31日

　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 586,440 11.4% 38,367 70,558 106,355 24,453 44,641 7,113 227,835 67,118 0

（２）退職手当引当金繰入等 64,381 1.3% 3,727 8,068 16,827 3,850 5,947 0 24,805 1,156 0

１ （３）賞与引当金繰入額 36,736 0.7% 2,939 4,087 7,358 1,946 2,792 0 13,386 4,228 0

小　　計 687,557 13.4% 45,033 82,713 130,540 30,249 53,380 7,113 266,026 72,502 0

（１）物件費 944,844 18.4% 61,249 204,377 219,458 154,256 24,729 14,356 263,611 2,808 0

（２）維持補修費 20,522 0.4% 4,722 7,568 6,136 0 946 161 989 0

（３）減価償却費 1,003,921 19.5% 398,315 157,995 108,607 12,958 216,453 25,012 84,581

小　　計 1,969,287 38.3% 464,286 369,940 334,201 167,214 242,128 39,529 349,181 2,808 0

（１）社会保障給付 707,460 13.8% 8,365 697,823 1,272

（２）補助金等 713,060 13.9% 2,553 36,541 92,510 255,445 86,099 194,521 44,989 402 0

３ （３）他会計等への支出額 906,282 17.6% 256,475 0 460,740 2,568 186,499 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

124,973 2.4% 5,714 0 0 10,763 104,640 883 2,973 0

小　　計 2,451,775 47.7% 264,742 44,906 1,251,073 270,048 377,238 195,404 47,962 402 0

（１）支払利息 68,219 1.3% 68,219

（２）回収不能見込計上額 4,390 0.1% 4,390

（３）その他行政コスト △ 38,310 -0.7% 0 △ 38,310

小　　計 34,299 0.7% 0 0 0 0 0 0 0 0 68,219 4,390 △ 38,310

5,142,918 774,061 497,559 1,715,814 467,511 672,746 242,046 663,169 75,712 68,219 4,390 △ 38,310

（　構　成　比　率　） 15.1% 9.7% 33.4% 9.1% 13.1% 4.7% 12.9% 1.5% 1.3% 0.1% -0.7%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 215,179 1,768 201 76,404 13,474 0 0 71,699 0 0 0 51,633

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 39,056 996 25 27,864 286 3,239 0 6,646 0 0 0 0

254,235 2,764 226 104,268 13,760 3,239 0 78,345 0 0 0 51,633

ｄ／ａ 4.94% 0.4% 0.0% 6.1% 2.9% 0.5% 0.0% 11.8% 0.0% 0.0% 0.0%

4,888,683 771,297 497,333 1,611,546 453,751 669,507 242,046 584,824 75,712 68,219 4,390 △ 38,310 △ 51,633（差引）純経常行政コスト ａ－ｄ

２

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ
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